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1
平成20年度月刊労働情報誌
『ビジネス・レーバー・トレ
ンド』の印刷

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-23

H20.4.1

勝美印刷株式会
社
東京都文京区小
石川1-3-7

一般競争契約 16,165,800 12,283,740 76.0% ○

21年度は公告開始日を10
日早めたところ(21年度
は21.2.19開始)、入札参
加者は5者となった。今
後は、公告期間末日から
入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委
託開始前に必要な準備期
間を確保することとす
る。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

1 1
印
刷・
製本

3

2
平成20年度『日本労働研究雑
誌』の印刷

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-23

H20.4.1

ヨシダ印刷株式会
社　東京支店
東京都墨田区亀
沢3-20-14

一般競争契約 10,558,800 5,997,600 56.8% ○

21年度は公告開始日を10
日早めたところ(21年度
は21.2.16開始)、入札参
加者は4者となった。今
後は、公告期間末日から
入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委
託開始前に必要な準備期
間を確保することとす
る。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

1 1
印
刷・
製本

5

3
平成20年度Japan Labor
Review　の作成(印刷・製本)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-24

H20.4.1

有限会社太平印
刷
東京都豊島区長
崎6-22-10 SA・
BIRTH 2F

一般競争契約 3,301,200 2,229,780 67.5% ○

21年度は公告開始日を8
日早めたところ(21年度
は21.2.19開始)、入札参
加者は13者となった。今
後は、公告期間末日から
入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委
託開始前に必要な準備期
間を確保することとす
る。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

1 1
印
刷・
製本

3

4
平成20年度プリンタ消耗品の
単価契約(IPSIO
SP6120,SPC810)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-26

H20.4.1
株式会社リコー
東京都大田区中
馬込1-3-6

一般競争契約 3,906,000 3,112,200 79.7% ○ ○

21年度は参加資格を役務
の提供等から物品の販売
に変更し仕様書受領者は
2者となったが、入札参
加者は1者であった。今
後は、公告期間を連続10
日間としていたが、平日
で10日間以上とし、公告
期間末日から入札日まで
の期間を更に確保する。
また、業務委託開始前に
必要な準備期間を確保す
ることとする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
この他にも厚生労働省ＨＰで
の公示など、広くＰＲする必
要があると思われる。

1 3

購入
等
(サー
バ)

1

5
人事・給与システム用サーバ
及び関連機器の更新(購入)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-27

H21.2.20

富士テレコム株式
会社
東京都板橋区板
橋1-53-2　TM21
ﾋﾞﾙ

一般競争契約 2,265,900 1,503,516 66.4% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
仕様書を受領しながら入札参
加を見送った事業者があれば
その理由を把握し改善方策を
検討するプロセスを導入でき
ないか。

1 1
購入
(消耗
品)

3

6
ＩＴ資産管理システムの導入
(購入・環境構築)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-29

H21.2.25

富士テレコム株式
会社
東京都板橋区板
橋1-53-2　TM21
ﾋﾞﾙ

一般競争契約 6,915,300 6,248,004 90.4% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
仕様書を受領しながら入札参
加を見送った事業者があれば
その理由を把握し改善方策を
検討するプロセスを導入でき
ないか。

1 1

購入
等
(サー
バ)

3

7
上石神井事務所2F奥書庫のレ
イアウト変更(収納庫設置)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-30

H21.3.25

オフィスライン株
式会社
東京都港区西新
橋3-25-35

一般競争契約 2,625,000 2,257,500 86.0% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
仕様書を受領しながら入札参
加を見送った事業者があれば
その理由を把握し改善方策を
検討するプロセスを導入でき
ないか。

1 1
購入
と役
務

1

8
朝霞エネルギーセンターの運
営に係る経費負担(灯油)(12
月～1月)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-28

H20.12.1
二引株式会社
東京都千代田区
神田淡路町1-5

一般競争契約 ー
9,119,880

（機構分担分）
ー

本件調達は、東京国税
局、埼玉県及び当機構の
三者契約によりエネル
ギーの供給源契約を行っ
ているものであり、当該
入札事務手続きは、東京
国税局が事務代表して入
札を実施しているもの。

- 　- -
灯油
の購
入

-

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所

契約方式
（注4)

点検結果

入札、契約条件等の
改善

契約
方式
の変
更

仕
様
書
受
領
者
数

左記の具体的内容

平成20年度契約点検結果【一者応札・一者応募】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

左記の具体的内容
（点検前の改善点に対する評
価、指摘事項がない場合はそ
の理由）

落札率

点検前に自ら改善することとした内容(注5)

予定価格 契約金額
備
考

契約監視委員会等からの指摘事項（注6) 指摘事項等に対する具体的取組み（注7)

点検の
結果、
適当と
された
契約方
式（注

8)

見直し
区分
(注9)

契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う

契約
方式
の見
直し

その
他の
見直
し

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

入札、契約条件等の指摘

契約
方式
に関
する
指摘

その
他の
指摘



【様式２-２】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

仕様
書の
変更

参加
要件
の変
更

公告
期間
見直
し

そ
の
他

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

仕様
書の
内容

参加
要件

公告
期間
の確
保

その
他の
指摘
事項

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

仕様
書の
変更

参加
要件
の変
更

公告
期間
見直
し

その
他

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

契約締結日
契約の相手方の
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方式
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仕
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左記の具体的内容

平成20年度契約点検結果【一者応札・一者応募】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

左記の具体的内容
（点検前の改善点に対する評
価、指摘事項がない場合はそ
の理由）

落札率

点検前に自ら改善することとした内容(注5)

予定価格 契約金額
備
考

契約監視委員会等からの指摘事項（注6) 指摘事項等に対する具体的取組み（注7)

点検の
結果、
適当と
された
契約方
式（注

8)

見直し
区分
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契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う

契約
方式
の見
直し
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他の
見直
し

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

入札、契約条件等の指摘

契約
方式
に関
する
指摘

その
他の
指摘

9
米国の労働政策に関する情報
提供サービスの新規契約
(Daily Labor Report)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-36

H20.4.1

株式会社紀伊國
屋書店
東京都目黒区下
目黒3-7-10

一般競争契約 1,398,600 1,335,600 95.5% ○ ○

公告期間を連続10日間とし
ていたが、平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委託
開始前に必要な準備期間
を確保することとする。ま
た、入札公告実施中のお知
らせを同業種の者に行うこ
ととする。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

1 1
情報
検索

3

10
「ｷｬﾘｱ・ｲﾝｻｲﾄD版」の運用支
援業務の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-31

H20.4.1

株式会社エヌ・
ティ・ティ・データ
東京都江東区豊
洲3-3-3

一般競争契約 5,834,850 5,087,250 87.2% ○ ○

20年度は参加要件につい
て国等公的機関でのデータ
管理業務の実績を有するこ
ととしていたが、21年度は
民間事業所での実績につ
いて追加したところ、入札
参加者は2者となり、落札
者は㈱文化工房となった。
更に今後は公告期間を平
日で10日間以上とし、公告
期間末日から入札日まで
の期間を確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保することと
する。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

1 1

業務
委託
(シス
テム
運用)

1

11
平成20年度理事長車に係る管
理運行の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-32

H20.4.1

株式会社トーケイ
東京都中央区日
本橋富沢町5-4
ｹﾞﾝﾍﾞｴﾋﾞﾙ5階

一般競争契約 6,970,350 4,788,000 68.7% ○

21年度は公告開始日を22
日早めたところ、入札参加
者は6者となった(21年度は
21.2.5開始)。今後は公告期
間末日から入札日までの
期間を更に確保する。ま
た、業務委託開始前に必要
な準備期間を確保すること
とする。

○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

1 1

業務
委託
(運
行)

2

12
平成20年度Japan Labor
Review　の作成(発送)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-33

H20.4.1

エクセル出版サー
ビス株式会社
東京都葛飾区亀
有1-12-15

一般競争契約 4,401,600 4,216,820 95.8% ○

21年度は入札日を公告期
限の翌日であったものを、
21年度は公告期限日の6日
後としたところ、入札参加者
は2者となった。今後は、公
告期間を平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委託
開始前に必要な準備期間
を確保することとする。

○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

1 1

業務
委託
(発
送)

3

13
平成20年度労働大学校内施設
定期改修工事に係る設計監理
業務の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-34

H20.5.19

株式会社石本建
築事務所
東京都千代田区
九段南4-6-12

一般競争契約 11,865,000 10,290,000 86.7% ○ ○

公告期間を連続10日間とし
ていたが、平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委託
開始前に必要な準備期間
を確保することとする。ま
た、仕様説明後に参加を辞
退した者に辞退の理由を確
認し、改善について検討す
ることとする。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

1 1

業務
委託
(設
計)

1

14
「携帯サイト等で活用する簡
易な適性評価ツール等のプロ
グラム改訂・開発」業務委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-35

H20.10.7

株式会社第一印
刷所東京本部
東京都台東区根
岸2-14-18第一根
岸ﾋﾞﾙ

一般競争契約 1,470,000 1,394,400 94.9% ○

公告期間を連続10日間とし
ていたが、平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委託
開始前に必要な準備期間
を確保することとする。

○ ○

点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料するが、仕様
書を受領しながら入札参加を見
送った事業者があればその理由
を把握し改善方策を検討するプ
ロセスを導入できないか。

1 1

業務
委託
(プロ
グラ
ム開
発)

2

15
平成20年度吸収式冷温水機の
保守

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-25

H20.4.1

三洋電機サービ
ス株式会社　東京
サービスセンター
東京都江東区亀
戸7-61-20丸和ｾ
ｶﾝﾄﾞDC5F

一般競争契約 2,648,100 1,984,500 74.9% ○ ○

21年度は入札公告実施中
のお知らせを数者に行った
ところ、入札参加者は3者と
なった。今後は、公告期間
を平日で10日間以上とし、
公告期間末日から入札日
までの期間を更に確保す
る。また、業務委託開始前
に必要な準備期間を確保
することとする。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

1 1

業務
委託
(機器
の保
守)

1
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契約締結日
契約の相手方の
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契約方式
（注4)

点検結果
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改善
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仕
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書
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平成20年度契約点検結果【一者応札・一者応募】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

左記の具体的内容
（点検前の改善点に対する評
価、指摘事項がない場合はそ
の理由）

落札率

点検前に自ら改善することとした内容(注5)

予定価格 契約金額
備
考

契約監視委員会等からの指摘事項（注6) 指摘事項等に対する具体的取組み（注7)

点検の
結果、
適当と
された
契約方
式（注

8)

見直し
区分
(注9)

契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う

契約
方式
の見
直し

その
他の
見直
し

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

入札、契約条件等の指摘

契約
方式
に関
する
指摘

その
他の
指摘

16
個人アンケート調査「働く場
所と時間の多様性に関する調
査」の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-37

H20.8.8

株式会社インテー
ジ
東京都千代田区
神田練塀町3番地
ｲﾝﾃｰｼﾞ秋葉原ﾋﾞﾙ

一般競争契約 16,800,000 16,798,950 100.0% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
この他にも厚生労働省ＨＰで
の公示など、広くＰＲする必
要があると思われる。

1 3

業務
委託
(アン
ケー
ト調
査)

1

17
アンケート調査「日本企業に
おける留学生の就労に関する
調査」の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-38

H20.8.1

社団法人中央調
査社
東京都中央区銀
座6-16-12　丸高
ビル

一般競争契約 11,550,000 10,710,000 92.7% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○ ○

左記の点検前の改善策は適切
と考えるが、仕様書を受領し
ながら入札参加を見送った事
業者があればその理由を把握
し改善方策を検討するプロセ
スを導入できないか。

1 1

業務
委託
(アン
ケー
ト調
査)

5

18
「Web職務資格調査」及び
「Web職務分析システム改
修」の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-39

H21.1.5

NTTデータ第一公
共システム事業
本部
東京都江東区豊
洲3-3-3

一般競争契約 16,800,000 16,792,125 100.0% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
この他にも厚生労働省ＨＰで
の公示など、広くＰＲする必
要があると思われる。

1 3

業務
委託
(調
査)

1

19
平成20年度CIO補佐官業務の
委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-40

H20.4.1

情報政策研究所
株式会社
東京都文京区大
塚2-15-6

企画競争 4,158,000 4,158,000 100.0% ○

21年度は公告開始日を20
日早めたところ、企画競
争参加は3者となった(21
年度は21.2.6開始)。今
後は、公告期間を平日で
10日間以上とし、公告期
間末日から入札日までの
期間を更に確保する。ま
た、業務委託開始前に必
要な準備期間を確保する
こととする。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

3 1

業務
委託
(CIO
補佐
官)

4

20
平成20年度第57回東京労働大
学講座総合講座の会場借上げ
(公募)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-41

H20.4.11

国立大学法人　東
京大学
東京都文京区本
郷7-3-1

公募 1,037,000 1,037,000 100.0% ○ ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。また、他の施設
提供者の存在について確
認することを検討するこ
ととする。

○ ○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

4 1

会場
の借
り上
げ

-

(注1)　対象となる契約は、独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定）で公表を求められている平成２０年度における独立行政法人の契約状況で計上しているものとする。

(注4）　契約方式については、「一般競争契約」「指名競争契約」「企画競争」「公募」に分類して記載する。なお、公募については、公募の結果、随意契約（企画競争除く）になったもののみ計上する。

(注5）　　該当する見直し欄いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。ただし、「入札、契約条件等の改善」にて見直しを実施した場合は、複数の記載を可能とする。

(注6) 　契約監視委員会等からの指摘事項については、指摘がある場合、該当する指摘欄（「入札、契約条件等の指摘」、「契約方式に関する指摘」、「その他の指摘」）いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。ただし、「入札、契約条件等の指摘」場合においては、「仕様書の内容」、「参加要件」、「公告期間の確保」、「その他の指摘事項」から複数選択することも可能

(注7) 　指摘事項等に対する具体的取組みについては、該当する見直し欄（「契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う」、「契約方式の見直し」、「その他の見直し」）いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。ただし、「契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う」場合においては、「仕様書の変更」、「参加要件の変更」、「公告期間の見直し」、「その他」から複数

(注8)　点検の結果、適当とされた契約方式を１「一般競争契約」、２「指名競争契約」、３「企画競争」、４「公募」、５「競争性のない随意契約」の優先順で１つを記載すること。複数記入不可。

(注9)　「見直し区分」欄には、見直し事項等を、１．「契約方式を変更せず、条件等の見直し」、２．「契約方式の見直し」、３「その他の見直し」と分類し、その番号を記載すること。（様式１－２）の数値と整合性を取ること。
(注10)  「点検前に自ら改善することとした内容」、「契約監視員会等からの指摘事項」、「指摘事項等に対する具体的取組み」において、契約価格の妥当性に関する内容が含まれる場合は、具体的内容を記載した上、「契約価格の妥当性に関すること」欄に"○"を記載すること。

(注2)　本様式の点検対象となる契約は、「平成20年度における独立行政法人の契約状況について（依頼）」（平成21年4月13日総務省行政管理局発出事務連絡）にて報告を求めた様式４の「一般競争入札」「指名競争入札」「企画競争」「公募」の応札者数又は応募者数が１者又は０者となっている契約とする。

(注3)　単価契約である場合には、「平成20年度における独立行政法人の契約状況について（依頼）」（平成21年4月13日総務省行政管理局発出事務連絡）の報告に合わせて契約金額欄に実績総額または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約単価を記載する。


